
法人税概要

　フランス法人は原則として全世界所得が課

税対象ですが，締結している租税条約のほと

んどが所得免除方式を採用していますので，

いわゆる属地主義が適用され，フランス国外

で行われた取引から得られる利益に対しては

課税されません。ただし，法人税法２０９Ｂ条

が規定する管理外国会社（ＣＦＣ）規定によ

り，外国源泉の所得であっても，外国で適用

される税率がフランスでの同種の所得に関し

て適用される税率よりも５０％以上低ければフ

ランスでの課税対象となります。

　ここで，フランス法人とは出資者の国籍や

マネジメント又は管理の中心となる所在地に

関係なく，フランスで登記された会社をいい

ます。フランスで事業を営んでいる外国の会

社はフランスで稼得された利益に対して法人

税が課されます。
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フランス税制の概要

　フランスの税制は，付加価値税，所得

税（法人所得税・個人所得税），資本税

（登録税，国土経済貢献税など）に分類

されます。国税に占める割合は，付加価

値税（ＶＡＴ）が約５０％，法人所得税と

個人所得税合計で約３０％になり，これら

の合計で既に８０％を占めるため，この三

つの税金が最も重要といえます。その次

に重要なものとして，２００９年まで存在し

た職業税という地方税がありましたが，

２０１０年１月１日より，後述する国土経済

貢献税に置き換わりました。

　税収は少額ながら，数多くの目的税が

存在することも特徴の一つと言えます。

　また，固定概念に捕らわれない創造力

豊かな国民性であることから，今までに

なかった税制度を創出することもあり，

付加価値税は，フランス発祥の制度とし

て知られています。



　外国企業の支店はフランス法人と同様に課

税主体ですが，支店がフランスで得た利益は

法人が配当する場合と同等に取り扱うことと

するため，配当されるものとみなされ，税引

後利益に対して２５％の支店源泉税が課される

のが一般原則となります。ただし，ＥＵ域内

企業又は日本企業のフランス支店の場合は，

租税条約等により課税されることはありませ

ん。

　法人税率は３３．３３％ですが，税額控除前税

額が７６３千ユーロを超過する場合，その超過

部分に３．３％を乗じた額が社会保険補填税と

して課されます。

　従来より，課税所得がない場合でも，売上

高に応じて最低法人税額が定められていまし

たが，この税額は２００９年度から段階的に削減

され，２０１１年には撤廃されることになってい

ます。

キャピタルゲイン

　キャピタルゲインには原則として３３．３３％

の基本税率が適用されます。

　種々の例外により軽減税率の適用が認めら

れています。代表的なものとしては，子会社

持分（不動産化体株式を除く）の譲渡益への

課税が挙げられます。譲渡益には非課税扱い

ですが，譲渡益の５％相当額を税務調整計算

上益金として加算します。実質上，１．７２％課

税となります。適用対象となる子会社である

には，次の二つの条件を同時に満たしている

ことが必要です。

　�　フランス会計上の経営参加投資有価証

券として計上している，または，フラン

ス税法上の親子会社制度を利用している

　�　売却時点で２年以上保有している

　また，特許権等より生じる収益または譲渡

益には軽減税率の１５％が適用されます。

配当課税と源泉税

　親子会社制度（後述の連結納税制度ではな

い）を選択適用している場合，配当を受け取

る会社が配当する会社の資本を５％以上，か

つ，２年間以上保有している場合，その受取

配当は全額減算できます。ただし，この場合，

配当金の５％を所得加算します。

　非居住者へ支払われる配当は一般原則とし

て，２５％の源泉税が適用されますが，ＥＵ加

盟国への支払いの場合は，段階的に減少され

２００９年度より１０％になりました。また，配当

の日本への支払いの際の限度税率は，日仏租

税条約により，０％～１０％とされています。

利子及び使用料に関する　

源泉税

　非居住者への利子の支払いにはフランス税

法により１８％の源泉税が課されるのが原則で

したが，２００４年以降，ＥＵ域内への支払には，

ＥＵ利子ロイヤリティ指令の条件を満たす場

合，源泉税が免除されています。

　さらに，２００９年改正財政法により，利子に

関する源泉税の一般原則が廃止され，２０１０年

３月以降支払われる利子には源泉税が課され

なくなりました。利子については，日仏租税

条約の限度税率は０～１０％ですが，上記国内

法により日本へ支払われる利子についても，

今後は課されなくなります。

　また，非居住者への使用料の支払いについ

ては，３３．３３％の源泉税課税が原則ですが，

ＥＵ域内への支払いには，利子と同様，条件

を満たす場合，免除されます。日本への支払

いについては，日仏租税条約により一律免税

とされています。

（注）　上記，配当，利子及び使用料については，
条約の免税等の特典の適用を受けるためには，

受益者が相手国の居住者であり，その者が特

典条項に定められた所定の要件を満たす必要

があります。
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連結納税制度

　連結納税制度は，法人所得税課税の対象と

なるグループ会社間で選択により適用可能で

す。親会社は，連結納税グループの純課税所

得に基づき連結申告書を提出し納付します。

　本制度適用のためには，フランス内国法人

のみによる９５％以上の直接・間接保有に基づ

く連結グループの組成が必要とされていまし

た。欧州司法裁判所は，２００８年１１月２７日に，

ＥＵ域内の会社を通じた間接所有が禁止され

るこのルールを設立自由の原則に反するとし

た判決を下しました。２００９年改正財政法では，

この判決に沿った改正がなされ，中間外国法

人が組み込まれた場合でも，その法人によっ

て所有されているフランス法人も連結納税グ

ループに加えることが認められました。

移転価格税制

　２００９年改正法により，従来からの懸案事項

であった移転価格文書化義務規定が法制化さ

れ，２０１０年度以降適用されます。従来も，税

務調査時点においては，グループ企業間取引

に独立企業間原則を適用していることを，当

局からの要求後６０日以内に立証することが求

められており，文書化の実質的な必要性が実

務上強調されていました。

　２０１０年１月１日以降は，税務調査の際，文

書一式を当局からの要求後３０日以内に提示出

来なければ，調査対象年度毎の最低１万ユー

ロの罰金に加え，税務更正額の最高５％に達

する罰金が課せられる可能性があります。

　当局は，税務調査の初日から文書の提示を

求めることが認められます。文書化義務が要

求されるのは，年間売上高又は総資産の額が

４億ユーロ以上である場合などですが，この

数値基準は属しているグループ（フランス国

外も含む）全体で判断されるため，ほとんど

の日系企業が対象となります。

個人所得税

　フランス個人所得税も居住者は全世界所得

課税が原則となります。非居住者はフランス

で生じた所得のみ課税対象です。課税所得は，

まず，７種類（給与所得，不動産所得，投資

所得など）の分類ごとに所得を計算し合計し

ます。所得控除調整をした後，家族構成に基

づく係数で除して得られる課税所得に基づき，

累進課税のメカニズムにより税額を算出しま

す。税額控除調整後，要納税額が算出されま

す。２００９年度の所得税の累進課税計算の過程

で使用される最高税率は４０％です。

　個人所得税と関連する特徴的な点としては，

給与所得に源泉税が適用されていないことが

挙げられます。給与受給者は，納税手続や確

定申告を各自の責任において行います。

　また，過去の一定期間フランス居住者でな

かった，同一グループ内の企業への駐在員に

ついては，駐在員優遇税制が赴任後５年間適

用できます。社会保障協定の短期特例期間の

５年と相俟って，駐在期間として５年が標準

になりつつあります。

付加価値税

　フランスのＶＡＴ標準税率は，ＥＵ通貨統

合の財政基準の達成条件をクリアするための

財政赤字削減の必要から，１９９５年に１８．６％よ

り２０．６％に引き上げられました。フランス政

府は財政赤字が対ＧＤＰ比３％以下となった

時点で１８．６％に戻すこととしていますが，

２０００年にひとまず１９．６％に引き下げられてい

ます。これが現在の標準税率です。

　標準税率以外に，医薬品などに適用される

２．１％の超軽減税率，水などに適用される

５．５％の軽減税率があります。２０１０年からは

事業者間取引について，従来の役務の提供者

が所在する場所を課税地とする原則から，受

益者が所在する場所を課税地とする原則が適

用されます。
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国土経済貢献税

　職業税という地方税は，企業が有する固定

資産（不動産・動産）の課税上の賃貸価格を

基準に納税額が計算され，別に計算される付

加価値額が上限納付額と定められていました。

２０１０年１月１日にこの職業税が廃止されて，

国土経済貢献税に置き換わりました。

　国土経済貢献税の計算構造は，類似はする

ものの，計算要素は固定資産（不動産）に基

づいて計算する部分，付加価値額に基づいて

計算する部分に分かれ，合計額に付加価値上

限を定めるものになりました。結果として，

多額の固定資産（動産）を有する工場を所有

する事業では，納税額が少なくなり，固定資

産（動産）をそれほど使用せず，付加価値が

計上されるサービス業などは納税額が多くな

ります。

税 務 調 査

　税務調査は，書面調査と会計調査に分かれ

ます。書面調査は，申告書等の提出資料のみ

を調査の対象として行われます。検討の結果，

説明や追加資料が必要と認められた場合，納

税者にその旨を書面で通知します。納税者は

通知を受けた日から２か月以内に，説明を行

うか，または，書類を提出しなければなりま

せん。２か月の期限を経過すると自動的に更

正の処分を受けてしまうこともあります。税

務当局が説明又は書類を不十分と見なした場

合には，納税者は１か月の猶予が与えられま

す。この猶予期間を経過した際には，自動的

に更正の処分を受ける可能性があります。

　書面調査とは別に，税務当局には定期的に

直接納税者のもとに出向いて調査をすること

が認められています（会計調査（一般的な意

味での税務調査）といわれます。）。税務調査

の頻度については，一概にはいえず，３年お

きに定期的に調査に入られる企業もあれば，

インターバルがより長期，また，不規則なケー

スも少なくありません。

　税務当局は，会計調査の結果の如何にかか

わらず，納税者に更正の要否を通知しなけれ

ばなりません。納税者は更正通知に対して，

それを受け入れるのか不服を申し立てるのか，

通知受領の日から３０日以内に回答しなければ

ならず，期限内に回答がない場合には，更正

に応じる意思表示と見なされます。

　更正や決定の遡及できる期間の制限は，法

人税，個人所得税，付加価値税などの主要な

税金は３年です（不正など悪意のある場合は

１０年まで延長）。なお，時効が完成した年度

についても，その年度中の事実が起因となっ

て時効が完成していない年度の申告に誤謬や

不正があれば，時効が完成した年度も税務調

査の対象となり得ます（例：時効完成年度か

らの繰越欠損金が税務調査対象年度にあった

場合）。

　検査官の下した結論に対し，不服がある場

合，税務当局内のヒエラルキーに基づき下部

部門から上位部門へと交渉を行っていきます。

県税務委員会に達しても納得出来ない場合に

は，地方行政裁判所での提訴となります。そ

れ以降は，行政裁判所のヒエラルキーに従っ

て行政最高裁判所への破棄上告まで訴訟が可

能となります。
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